




（注） １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項  

 資 産 

(1) 現金及び預金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。 

(2) 売掛金 

 売掛金は大部分が短期間で決済されるものでるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっています。 

(3) 有価証券 

 有価証券の時価は、取引金融機関から提示された基準価額によっています。また、保有目的ごとの有価

証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

 負 債 

(1) 買掛金、(2) 未払金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。 

(3) リース債務 

 リース債務の時価は、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しています。 

(4) 社債 

 社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在

価値によって算定しています。なお、未払社債利息は流動負債「その他」に含まれています。 

 デリバティブ取引 

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

   ２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

   ３. 社債及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

 連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しています。 

  
１年以内
  (千円）  

１年超
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超
 (千円） 

現金及び預金  1,047,887 － － － 

売掛金  369,641  30,682 － － 

合計  1,417,528  30,682 － － 
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前連結会計年度（平成21年３月31日） 

１．時価のない主な有価証券の内訳 

 （注）Money Market Fundは外貨建となっており、その換算差額については、その他有価証券評価差額金（136千円）と

して純資産の部に計上しています。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）売却額はＭＭＦ等の解約です。 

  

（有価証券関係）

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

有価証券（Money Market Fund）  59,275

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 1,712,050  －  20,356

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  －  －  －

(2）その他  －  －  －

小計  －  －  －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  －  －  －

(2）その他  221,404  221,404  －

小計  221,404  221,404  －

合計  221,404  221,404  －

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額

（千円） 

(1）株式  －  －  －

(2）その他  938,753  －  899

合計  938,753  －  899
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前連結会計年度（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

  デリバティブ取引を全く利用していませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

 (注) 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。 

  

（デリバティブ取引関係）

区分 取引の種類 

当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取
引以外
の取引 

為替予約取引     

買建     

米ドル  26,928 － 27,907 979

合計  26,928 － 27,907 979
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  前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費  40,925千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（ストック・オプション等関係）

  
平成12年度
新株引受権 

平成13年度
新株引受権 

平成14年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役    ３名 

当社従業員    82名 

当社取締役    ３名 

当社従業員       130名 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ３名 

当社従業員    85名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 4,059株 普通株式 6,630株 普通株式 7,191株 

付与日 平成12年８月４日 平成13年８月６日 平成14年８月15日 

権利確定条件 （注２）～（注６） 同左 同左 

対象勤務期間 （注３）  同左   同左  

権利行使期間 
平成12年９月１日から 

平成22年６月28日まで 

平成13年８月６日から 

平成23年６月29日まで 

平成14年８月15日から 

平成24年８月15日まで 

  
平成15年度
新株予約権 

平成16年度
新株予約権 

平成17年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ７名 

当社監査役    ３名 

当社従業員    94名 

当社子会社従業員 ９名 

当社コンサルタント１名 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ２名 

当社従業員    86名 

当社子会社従業員 16名 

当社コンサルタント３名 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ３名 

当社従業員    92名 

当社子会社従業員 44名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 2,792株 普通株式 3,997株 普通株式 3,999株 

付与日 平成16年３月15日 平成16年８月15日 平成17年８月18日 

権利確定条件 （注２）～（注６）  同左 同左 

対象勤務期間 （注３）  同左  同左  

権利行使期間 
平成16年３月15日から 

平成26年３月15日まで 

平成16年８月15日から 

平成26年８月15日まで 

平成17年８月18日から 

平成27年８月18日まで 
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 （注）１．株式数に換算して記載しています。 

 ２．各新株予約権発行決議に基づき当社と新株予約権付与対象者との間で締結した当社ストックオプショ

ン契約が規定する以下の行使条件に従うものとなっています。 

 ３．当社または子会社の役員・従業員として継続して勤務した期間が、一定の起算日から４年に至るまで

１年経過する毎に、一定割合について行使可能となる。 

 ４．当社または子会社の役員・従業員を退任・退職した場合、上記により行使可能となった権利につい

て、役員については退任日から６ヶ月以内、従業員については退職日から30日以内に限り行使でき

る。 

 ５．新株予約権付与対象者が、当社または子会社の就業規則により懲戒解雇の制裁を受けた場合等、同契

約に定める権利喪失事由に該当した場合には、権利行使可能となっているか否かを問わず、当該付与

対象者が保有する全ての新株予約権が消滅する。 

 ６．その他、同契約が規定する行使条件 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しています。 

① ストック・オプションの数 

  
平成18年度
新株予約権 

平成19年度
新株予約権 

平成20年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    16名 

  当社子会社取締役 １名  

当社子会社従業員 ５名 

当社取締役    ６名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    15名 

当社子会社従業員 ２名 

当社取締役    ６名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    14名 

当社子会社取締役 ２名 

当社子会社従業員 ４名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 2,000株 普通株式 2,500株 普通株式 3,500株 

付与日 平成18年８月10日 平成19年８月３日 平成20年８月５日 

権利確定条件 （注２）～（注６） 同左 同左 

対象勤務期間 （注３） 同左 同左 

権利行使期間 
平成18年８月10日から 

平成23年８月10日まで 

平成19年８月３日から 

平成29年８月３日まで 

平成20年８月５日から 

平成25年８月５日まで 

  
平成12年度 
新株引受権 

平成13年度
新株引受権 

平成14年度
新株予約権 

平成15年度 
新株予約権 

平成16年度
新株予約権 

権利確定前 （株）                              

前連結会計年度末  －  －  －  －  －

付与  －  －  －  －  －

失効  －  －  －  －  －

権利確定  －  －  －  －  －

未確定残  －  －  －  －  －

権利確定後 （株）  －  －  －  －  －

前連結会計年度末  2,247  1,878  1,356  1,166  2,756

権利確定  －  －  －  －  －

権利行使  －  －  366  245  481

失効  －  6  －  －  －

未行使残  2,247  1,872  990  921  2,275
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・ 

② 単価情報 

  
平成17年度 
新株予約権 

平成18年度
新株予約権 

平成19年度
新株予約権 

平成20年度 
新株予約権 

権利確定前 （株）                        

前連結会計年度末  798  982  1,786  －

付与  －  －  －  3,500

失効  7  12  －  －

権利確定  716  452  578  864

未確定残  75  518  1,208  2,636

権利確定後 （株）                        

前連結会計年度末  2,239  863  564  －

権利確定              716  452  578  864

権利行使  －  14  2  －

失効  26  8  －  －

未行使残  2,929  1,293  1,140  864

  
平成12年度
新株引受権 

平成13年度
新株引受権 

平成14年度 
新株予約権 

平成15年度
新株予約権  

権利行使価格      （円）  566,667  382,116  26,667  26,667

行使時平均株価     （円）  －  －  97,426  98,118

公正な評価単価（付与日）（円）  －  －  －  －

  
平成16年度
新株予約権 

平成17年度
新株予約権 

平成18年度 
新株予約権 

平成19年度
新株予約権 

権利行使価格      （円）  26,667  178,000  54,300  23,210

行使時平均株価     （円）  113,225  －  103,000  81,900

公正な評価単価（付与日）（円）  －  －  22,763  11,697

  
平成20年度
新株予約権 

権利行使価格      （円）  82,700

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円）  41,365
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は以下のとおりです。 

 （１）使用した評価技法    

    ブラック・ショールズ式 

 （２）主な基礎数値及び見積方法 

   ① 株価変動性  85.5％ 

     当社は上場後の期間が短く評価に適さないため、類似会社の株価実績に基づき算定しています。 

   ② 予想残存期間 2.5年 

     十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において 

    行使されるものと推定して見積もっています。 

     ③ 予想配当   ０円／株  

     平成19年３月期の配当実績によっています。 

     ④ 無リスク利子率 0.78％  

        予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しました。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用しています。 
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費  68,059千円 

  ※なお、当連結会計年度において新株予約権の失効があったため、特別利益として新株予約権戻入益351千

円を計上しています。 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  
平成12年度
新株引受権 

平成13年度
新株引受権 

平成14年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役    ３名 

当社従業員    82名 

当社取締役    ３名 

当社従業員       130名 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ３名 

当社従業員    85名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 20,295株 普通株式 33,150株 普通株式 35,955株 

付与日 平成12年８月４日 平成13年８月６日 平成14年８月15日 

権利確定条件 （注２）～（注６） 同左 同左 

対象勤務期間 （注３）  同左   同左  

権利行使期間 
平成12年９月１日から 

平成22年６月28日まで 

平成13年８月６日から 

平成23年６月29日まで 

平成14年８月15日から 

平成24年８月15日まで 

  
平成15年度
新株予約権 

平成16年度
新株予約権 

平成17年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ７名 

当社監査役    ３名 

当社従業員    94名 

当社子会社従業員 ９名 

当社コンサルタント１名 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ２名 

当社従業員    86名 

当社子会社従業員 16名 

当社コンサルタント３名 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ３名 

当社従業員    92名 

当社子会社従業員 44名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 13,960株 普通株式 19,985株 普通株式 19,995株 

付与日 平成16年３月15日 平成16年８月15日 平成17年８月18日 

権利確定条件 （注２）～（注６）  同左 同左 

対象勤務期間 （注３）  同左  同左  

権利行使期間 
平成16年３月15日から 

平成26年３月15日まで 

平成16年８月15日から 

平成26年８月15日まで 

平成17年８月18日から 

平成27年８月18日まで 
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 （注）１．株式数に換算して記載しています。なお、平成15年１月15日付の株式分割（１株を３株に分割）及び平

成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴う調整後の株式数を記載しています。 

 ２．各新株予約権発行決議に基づき当社と新株予約権付与対象者との間で締結した当社ストックオプショ

ン契約が規定する以下の行使条件に従うものとなっています。 

 ３．当社または子会社の役員・従業員として継続して勤務した期間が、一定の起算日から４年に至るまで

１年経過する毎に、一定割合について行使可能となる。 

 ４．当社または子会社の役員・従業員を退任・退職した場合、上記により行使可能となった権利につい

て、役員については退任日から６ヶ月以内、従業員については退職日から30日以内に限り行使でき

る。 

 ５．新株予約権付与対象者が、当社または子会社の就業規則により解雇された場合等、同契約に定める権

利喪失事由に該当した場合には、権利行使可能となっているか否かを問わず、当該付与対象者が保有

する全ての新株予約権が消滅する。 

 ６．その他、同契約が規定する行使条件 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しています。 

  
平成18年度
新株予約権 

平成19年度
新株予約権 

平成20年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ８名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    16名 

  当社子会社取締役 １名  

当社子会社従業員 ５名 

当社取締役    ６名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    15名 

当社子会社従業員 ２名 

当社取締役    ６名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    14名 

当社子会社取締役 ２名 

当社子会社従業員 ４名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 10,000株 普通株式 12,500株 普通株式 17,500株 

付与日 平成18年８月10日 平成19年８月３日 平成20年８月５日 

権利確定条件 （注２）～（注６） 同左 同左 

対象勤務期間 （注３） 同左 同左 

権利行使期間 
平成18年８月10日から 

平成23年８月10日まで 

平成19年８月３日から 

平成29年８月３日まで 

平成20年８月５日から 

平成25年８月５日まで 

  
平成21年度
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ６名 

当社監査役    ４名 

当社従業員    13名 

当社子会社取締役 ２名 

当社子会社従業員 ３名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注１） 
普通株式 10,000株 

付与日 平成21年８月15日 

権利確定条件 同左 

対象勤務期間 同左 

権利行使期間 
平成21年８月15日から 

平成26年８月15日まで 
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① ストック・オプションの数 

  
平成12年度 
新株引受権 

平成13年度
新株引受権 

平成14年度
新株予約権 

平成15年度 
新株予約権 

平成16年度
新株予約権 

権利確定前 （株）                              

前連結会計年度末  －  －  －  －  －

付与  －  －  －  －  －

失効  －  －  －  －  －

権利確定  －  －  －  －  －

未確定残  －  －  －  －  －

権利確定後 （株）                              

前連結会計年度末  11,235  9,360  4,950    4,605  11,375

権利確定  －  －  －  －  －

権利行使  －  －  2,760  2,650  275

失効  －  165  －  5  10

未行使残  11,235  9,195  2,190  1,950  11,090
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（注）平成15年１月15日付の株式分割（１株を３株に分割）及び平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分

割）に伴う調整後の株式数を記載しています。 

② 単価情報 

（注）平成15年１月15日付の株式分割（１株を３株に分割）及び平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分

割）に伴う調整後の価格を記載しています。なお、平成21年７月１日付の株式分割前に行使された新株予約

権については、行使数及び株価を株式分割後の数に換算したうえで、行使時平均株価を算出しています。 

  
平成17年度 
新株予約権 

平成18年度
新株予約権 

平成19年度
新株予約権 

平成20年度 
新株予約権 

平成21年度
新株予約権 

権利確定前 （株）                          

前連結会計年度末  375  2,590    6,040  13,180  －

付与  －  －  －  －  10,000

失効  －  65  80  150  －

権利確定  375  2,255  2,965  4,305  2,491

未確定残  －  270  2,995  8,725  7,509

権利確定後 （株）                              

前連結会計年度末  14,645  6,465  5,700  4,320  －

権利確定              375  2,255  2,965  4,305  2,491

権利行使  －  －  1,060  50  －

失効  35  75  －  －  －

未行使残  14,985  8,645  7,605  8,575  2,491

  
平成12年度
新株引受権 

平成13年度
新株引受権 

平成14年度 
新株予約権 

平成15年度
新株予約権  

権利行使価格      （円）  113,334  76,424  5,334  5,334

行使時平均株価     （円）  －  －  12,490  11,028

公正な評価単価（付与日）（円）  －  －  －  －

  
平成16年度
新株予約権 

平成17年度
新株予約権 

平成18年度 
新株予約権 

平成19年度
新株予約権 

権利行使価格      （円）  5,334  35,600  10,860  4,642

行使時平均株価     （円）  20,107  －  －  15,029

公正な評価単価（付与日）（円）  －  －  4,553  2,339

  
平成20年度
新株予約権 

平成21年度
新株予約権 

権利行使価格      （円）  16,540  17,880

行使時平均株価     （円）  18,100  －

公正な評価単価（付与日）（円）  8,273  9,517
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は以下のとおりです。 

 （１）使用した評価技法    

    ブラック・ショールズ式 

 （２）主な基礎数値及び見積方法 

   ① 株価変動性  92.1％ 

     2.5年間（平成19年２月14日から平成21年８月13日まで）の株価実績に基づき算定しています。 

   ② 予想残存期間 2.5年 

     十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において 

    行使されるものと推定して見積もっています。 

     ③ 予想配当   ０円／株  

     平成21年３月期の配当実績によっています。 

     ④ 無リスク利子率 0.32％  

        予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しました。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用しています。 

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 繰延税金資産 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 繰延税金資産 

 繰延税金負債  

  繰越欠損金    1,819,074千円

  減損損失（無形固定資産）  147,837千円

  固定資産の未実現利益  31,584千円

  通信サービス繰延利益額 190,149千円

   その他 232千円

  繰延税金資産小計 2,188,878千円

  評価性引当額 △2,178,662千円

  繰延税金資産合計 10,215千円

  その他有価証券評価差額金  △93千円

  繰延税金負債合計  △93千円

  繰越欠損金     千円2,297,995

  減損損失（無形固定資産）   千円79,825

  固定資産の未実現利益   千円31,492

  通信サービス繰延利益額 千円157,254

   その他 千円56,179

  繰延税金資産小計 千円2,622,747

  評価性引当額 千円△2,611,396

  繰延税金資産合計 千円11,350

 繰延税金負債 千円－

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失となったため、内訳の開示は省略

しています。 

 税金等調整前当期純損失となったため、内訳の開示は省略

しています。 
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 前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日） 

当社グループは、移動体通信分野という同一セグメントに属する各種サービスを開発・運用し、顧客に販売・

提供する事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

    ２．資産のうち、全社資産は当社の金融資産（有価証券）であり、金額は59,275千円です。 

 ３．会計処理の方法の変更 

（売上計上基準の変更） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社はデータ通信サービス

における売上計上基準として、通信端末の売上は出荷基準により、通信料の売上は役務提供基準により計上

し、未経過利用期間に係る通信料は前受収益に計上していましたが、第２四半期連結会計期間より、通信時

間付モバイルツールであるｂモバイルと機器組込型通信ソリューションの通信電池については、通信端末と

通信料とを区別することなく一括で出荷時に売上に計上し、この売上高から通信端末の売上原価を控除して

計算される売上総利益金額を見積利用期間にわたって計上するために、通信サービス繰延利益額に繰り延べ

る方法に変更しています。 

 この変更は、ドコモ３Ｇネットワークを利用した商品であり、第２四半期連結会計期間より販売を開始し

た今後の主力商品であるｂモバイル3G hoursで使用する３Ｇ通信端末の公正な市場価格を合理的に算定する

ことが困難であるため、すなわち商品売上額を通信端末部分と通信料部分に合理的に区分することが困難な

ため行ったものです。これを契機に第１四半期連結累計期間以前に販売したＰＨＳネットワーク商品の売上

計上方法も同様に変更しています。 

 第２四半期連結会計期間より販売を開始した３Ｇネットワーク商品の通信端末の公正な市場価格が算定で

きないことから、ｂモバイル商品全体の当連結累計期間の売上高及び売上総利益に与える影響額を算定する

ことができませんが、ＰＨＳネットワーク商品の当連結会計年度の日本における売上高は、変更前の方法に

よった場合に比べて73,973千円少なく、営業損失は7,713千円多く計上されています。 

 また、上記に記載のとおり、この変更は第２四半期連結会計期間より販売を開始したｂモバイル3G hours

の販売開始を契機にしたものであることから、第２四半期連結会計期間より変更を行ったものです。 

 日本以外については、セグメント情報に与える影響はありません。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  日本（千円） 米国（千円） 計（千円）
消去または全社 

（千円） 
連結

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  3,622,440  52,655  3,675,095  －  3,675,095

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高 
 －  242,622  242,622 (242,622)  －

計  3,622,440  295,277  3,917,718 (242,622)  3,675,095

営業費用  4,393,333  646,076  5,039,409 (251,800)  4,787,609

営業利益(△は損失)  △770,892  △350,798  △1,121,691  9,177  △1,112,513

Ⅱ 資産  3,196,438  218,748  3,415,186 (973,095)  2,442,091
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（棚卸資産の評価に関する会計基準）  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1) (ロ)に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用していま

す。この変更に伴い、変更前の方法によった場合に比べて、日本における営業損失は26,970千円、米国にお

ける営業損失は9,756千円それぞれ多く計上されています。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

    ２．資産のうち、全社資産は当社の金融資産（有価証券）であり、金額は200,166千円です。 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。  

  日本（千円） 米国（千円） 計（千円）
消去または全社 

（千円） 
連結

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  2,337,959  227,057  2,565,017  －  2,565,017

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高 
 －  246,482  246,482 (246,482)  －

計  2,337,959  473,540  2,811,500 (246,482)  2,565,017

営業費用  3,189,719  718,407  3,908,126 (246,551)  3,661,575

営業利益(△は損失)  △851,759  △244,866  △1,096,625  68  △1,096,557

Ⅱ 資産  4,114,954  219,223  4,334,177 (1,137,799)  3,196,378

【海外売上高】
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  前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 
当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ています。 

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  
（注）１．当社の社外取締役であるテレーザ・エス・ヴォンダーシュミット氏（当社の代表取締役の実姉）が保有するジョイント・トラスト

です。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。償還期間3年、期日一括返済、当初転換価額200,000

円の新株予約権付社債です。 
３．資金については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間７ヶ月、期日一括返済としています。な

お、担保は受け入れていません。  
  

【関連当事者情報】

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高
（千円） 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む） 
  

バーナー
ド・ヴィ・
アンド・テ
レーザ・エ
ス・ヴォン
ダーシュミ
ット・ジョ
イント・ト
ラスト・デ
ィーティー
ディー ジ
ャニュアリ
ー4．1996 
(Bernard V. 
and Theresa 
S. Vonder 
schmitt 
Joint Trust 
DTD 
1996/1/4) 
(注１) 
  

510 Mendel 

Lane 

Jasper 

Indiana 

47546 USA 

  

－ 
  

信託事業
  

（被所有） 
 直接  9.2

役員の兼任
  

新株予約権
付社債の割
当(注２) 

 400,000 社債 800,000

利息の支払 
(注２) 

 22,191 未払金 25,512

役員 
  

三田聖二 
  

－ 
  

－ 
  

当社代表取
締役 
  

（被所有）
 直接  1.1

資金の貸付

  
資金の貸付
(注３) 

 30,000 短期貸付
金 

－

間接 14.8 利息の受取 
(注３) 

 447 未収入金 －
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

  
（注）１．当社の社外取締役であるテレーザ・エス・ヴォンダーシュミット氏（当社の代表取締役の実姉）が保有するジョイント・トラスト

です。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。償還期間３年、期日一括返済、当初転換価額125,000

円（平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴う調整により25,000円）の新株予約権付社債です。 
３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

社債発行条件は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供していません。償還期間３年、期日一括返済、当初転換価額200,000

円（平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴う調整により40,000円）の新株予約権付社債です。 
４．当社の代表取締役社長三田聖二が議決権の過半数を保有するベルギー法人です。  
５．資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間17日、期日一括返済としていま

す。なお、担保は提供していません。 
６．当連結会計年度において、当社大株主による当社株式の海外売出しと、当該株主に対する新株発行を組み合わせた資金調達を実施

し、1,800,108千円を調達しました。  
具体的には、平成21年９月２日に、当社の大株主であるエル ティ サンダ ビー・ヴィー・ビー・エー（LTSanda B.V.B.A.、本

社：ベルギー、代表者：三田聖二（当社代表取締役社長））（以下、「ＬＴＳ」という）が欧州を中心とする機関投資家に対して

当社株式124,000株の売出しを行い、当社は、ＬＴＳが売出しによって取得した純手取金全額をＬＴＳから借入れました。 
続いて９月18日に、当社はＬＴＳが売出した株式数と同数の124,000株をＬＴＳに新株発行（第三者割当）し、ＬＴＳは、当社に対

する貸付金債権をもって新株発行の払込金に充当しました。 
  

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 

（千円） 科目 期末残高
（千円） 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む） 
  

バーナー
ド・ヴィ・
アンド・テ
レーザ・エ
ス・ヴォン
ダーシュミ
ット・ジョ
イント・ト
ラスト・デ
ィーティー
ディー ジ
ャニュアリ
ー4．1996 
(Bernard V. 
and Theresa 
S. Vonder 
schmitt 
Joint Trust 
DTD 
1996/1/4) 
(注１) 
  

510 Mendel 

Lane 

Jasper 

Indiana 

47546 USA 

  

－ 
  

信託事業
  

（被所有）
 直接  8.1

役員の兼任
  

新株予約権
付社債の割
当 

 － １年内償
還予定の
社債 
(注２) 

400,000

 社債 
(注３) 

400,000

利息の支払 
(注２) 
(注３) 

 24,765 未払費用 50,277

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む） 
  

エル ティ 
サンダ ビ
ー・ヴィ
ー・ビー・
エー 
L T 
Sanda 
B.V.B.A 
(注４)  

VAN 

OVERBEKEL 

AAN 182 

34,1083 

GANSHOREN 

BELGIUM 

  

－  
  

投資業務及
び経営コン
サルタント
業 
  

（被所有）
 直接  13.0

役員の兼任

  
資金の借入
(注５) 
(注６) 

 1,800,108 － －

新株の発行 
(注６) 

 1,800,108 － －

利息の支払 
(注５) 

 1,856 － －
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 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、潜在株式の残高はありますが、１株当たり当期純損失であ

るため、記載を省略しています。 

２．１株当たり当期純利益金額（△は当期純損失）の算定上の基礎 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 970.83円 

１株当たり当期純損失金額 5,134.79円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
－ 

  

当社は、平成21年７月１日付で普通株式１株につき５

株の株式分割を行っています。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

  

１株当たり純資産額 1,015.11円 

１株当たり当期純損失金額 977.34円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
－ 

１株当たり純資産額 194.16円 

１株当たり当期純損失金額 1,026.95円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
－ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額（△は当期純損失）     

損益計算書上の当期純利益（千円） 

（△は当期純損失） 
 △1,192,421  △1,242,091

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円） 

（△は当期純損失） 
 △1,192,421  △1,242,091

普通株式の期中平均株式数（株）  232,223.86  1,270,896.07

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

１株当たり当期純損失であるた

め、全ての潜在株式が希薄化効

果を有していません。 

１株当たり当期純損失であるた

め、全ての潜在株式が希薄化効

果を有していません。 
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ストックオプションについて 

平成21年５月14日開催の取締役会において、平成21年

８月15日に当社並びに当社子会社の取締役、監査役及び

従業員に対して、新株予約権（ストックオプション）を

発行することを決議しました。 

［ストックオプションの内容］ 

（注１）当該新株予約権の発行日の前日(取引が成立してい

ない日を除く)における大阪証券取引所ヘラクレス

市場における当社株式普通取引の終値（気配表示
を含む）とします。  

（注２）会社計算規則第17条（旧第40条）に従い算出され

る資本金等増加限度額の２分の１の金額（ただ

し、計算の結果１円未満の端数を生ずるときはこ
れを切り上げた額）を資本金とし、残額を資本準

備金とします。  

  
２．株式分割について  

 平成21年５月25日開催の取締役会において、平成21年

７月１日をもって普通株式１株を５株に分割することを
決議しました。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   平成21年６月30日最終の発行済株式総

数に４を乗じた株式数 
(2）分割方法 

 平成21年６月30日最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主の所有株式数を、１株につき５株の割合をもって

分割します。 
 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

・株式の種類 ：普通株式 

・新株発行の予定株数 ：10,000株 

・新株予約権発行価額 ：無償とする 

・発行価額 ：（注１) 

・資本組入額 ：（注２) 

・発行価額の総額 ：未定 

・資本組入額の総額 ：未定 

・取得者 
：当社並びに当社子会社の取締

役、監査役及び従業員 

・権利行使期間 
：平成21年８月15日から 

平成26年８月15日まで 

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

521.49円 194.16円

１株当たり当期純利益
金額 

１株当たり当期純利益
金額 

△1,734.00円 △1,026.95円

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額 

－円 －円

１．ストックオプションについて 

平成22年５月13日開催の取締役会において、平成22年

７月１日に当社並びに当社子会社の取締役、監査役及び

従業員に対して、新株予約権（ストックオプション）を

発行することを決議しました。 

［ストックオプションの内容］ 

（注１）当該新株予約権の発行日の前日(取引が成立してい

ない日を除く)における大阪証券取引所ヘラクレス

市場における当社株式普通取引の終値（気配表示
を含む）とします。  

（注２）会社計算規則第17条に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額（ただし、計算の結果

１円未満の端数を生ずるときはこれを切り上げた
額）を資本金とし、残額を資本準備金とします。 

  
  

・株式の種類 ：普通株式 

・新株発行の予定株数 ：16,285株 

・新株予約権発行価額 ：無償とする 

・発行価額 ：（注１) 

・資本組入額 ：（注２) 

・発行価額の総額 ：未定 

・資本組入額の総額 ：未定 

・取得者 
：当社並びに当社子会社の取締

役、監査役及び従業員 

・権利行使期間 
：平成22年７月１日から 

平成27年７月１日まで 

2010/06/28 15:06:0709627296_有価証券報告書_20100628150547

- 97 -



(注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額です。 

   ２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりです。 

  

 （注）１．本新株予約権の行使に際しては当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社

債の価額は、当該本社債の払込金額と同額とします。 

２．平成21年７月１日付の株式分割（１株を５株に分割）に伴い、株式の発行価格を調整していま

す。  

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりです。 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

３．新株予約権（第三者割当）の行使について 

平成21年５月29日に新株予約権（第三者割当）の割

当先であるメリルリンチ日本証券株式会社から権利行
使を受け、資本金及び株式数が次のとおり増加しまし

た。 

・発行した株式の種類 ：普通株式 

・発行した株式数 ：5,200株 

・行使による払込金額 ：475,176千円 

・新株予約権の帳簿価額 ：863千円 

・資本組入額 ：238,019千円 

・資金の使途 ：業務用システム開発等
の設備資金ならびに運

転資金 

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 利率（％） 担保 償還期限

    平成年月日         平成年月日

日本通信㈱ 
第１回無担保転換社債型 
新株予約権付社債 
（注）１．２ 

19.12.21 400,000
400,000

(400,000)
 3.0 なし 22.12.21

    平成年月日         平成年月日

日本通信㈱ 
第２回無担保転換社債型 
新株予約権付社債 
（注）２ 

20. 5.27 400,000 400,000  3.0 なし 23. 5.27

合計 － － 800,000
800,000

(400,000)
 －  － －

銘柄 第１回 第２回

発行すべき株式 普通株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償 無償 

株式の発行価格（円）  25,000  40,000

発行価額の総額（千円）  400,000  400,000

新株予約権の行使により発行した株式の発
行価額の総額（千円） 

－ －

新株予約権の付与割合（％）  100  100

新株予約権の行使期間 
自 平成19年12月21日
至 平成22年12月20日 

自 平成20年５月27日
至 平成23年５月26日 

１年以内 
（千円） 

１年超２年
以内 
（千円） 

２年超３年
以内 
（千円） 

３年超４年
以内 
（千円） 

４年超５年
以内 
（千円） 

 400,000  400,000  －  －  －
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（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しています。 

 ２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の 

   とおりです。 

  

① 当連結会計年度における四半期情報 

② 訴訟 

(ⅰ) 当社は、平成21年６月４日、加賀ハイテック株式会社から訴状の送達を受けました。当社は、同社との間 

   で、平成20年７月31日に商品売買基本契約（代理店契約）を締結し、同社は当社商品を販売してまいりました 

   が、同社は、訴状において、当社から仕入れた商品のうち、現時点の在庫について当社がその全部を引き取る 

   べきであると主張し、在庫にかかる売買契約の解除およびこれに伴う買受代金相当額の返還を請求しているも 

   のです。しかしながら、同社と当社の代理店契約において、返品を可能とする条件はありません。 

   当社としては、同社の主張には理由がないものと考えており、訴訟においては、当社の正当性を主張してい 

 く方針です。 

   したがって、本件訴訟が当社の事業および財政状態に重要な影響を与える可能性はないものと見込んでいま 

 す。 

(ⅱ) 当社と当社の元執行役員（米国子会社社長（当時））との間の新株予約権不存在確認反訴請求事件につい 

  て、東京地方裁判所の第一審判決では当社の主張が全面的に認められましたが、平成21年９月29日、東京高等 

  裁判所において、当社に対し28百万円及びこれについての遅延損害金等を支払うよう命ずる判決が言い渡され 

   ました。当社は上記判決について全面的に不服であり上告をしていますが、本件訴訟が最終的に東京高等裁判 

   所の判決どおりに確定した場合に備え、これによる損害賠償金等見込額32百万円を、訴訟損失引当金繰入額と 

   して特別損失に計上しています。 

  

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金  200,000  40,000  1.48 －   

１年以内に返済予定の長期借入金   134,000  －  － －   

１年以内に返済予定のリース債務   25,877  24,840  4.09 －   

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。） 
 86,922  64,113  4.09 平成25年   

その他有利子負債  －  －  － －   

小計  446,800  128,953  － －   

内部取引の消去  △20,000  △20,000  － －   

計  426,800  108,953  － －   

  
１年超２年以内

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内

（千円） 

リース債務  25,876  38,236  －  －

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日 

第２四半期 

自平成21年７月１日 

至平成21年９月30日 

第３四半期 

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

第４四半期 

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（千円）  560,466  595,686  638,703  770,161

税金等調整前四半期純損失

金額（千円） 
 327,933  416,273  299,186  194,135

四半期純損失金額 

（千円） 
 329,433  417,773  300,686  194,197

１株当たり四半期純損失金

額（円） 
 1,383.87  340.80  225.61  145.44
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 288,748 997,423

売掛金 ※1  382,703 ※1  338,378

有価証券 59,275 200,166

商品 178,084 163,804

貯蔵品 9,452 7,499

前渡金 ※1  59,653 ※1  7,795

前払費用 46,009 33,880

未収入金 1,501 58,893

関係会社未収入金 62,511 89,772

その他 975 1,939

貸倒引当金 △1,542 △1,149

流動資産合計 1,087,374 1,898,405

固定資産   

有形固定資産   

建物 42,131 42,131

減価償却累計額 △20,290 △23,857

建物（純額） 21,840 18,274

車両運搬具 9,803 9,803

減価償却累計額 △8,895 △9,186

車両運搬具（純額） 907 617

工具、器具及び備品 328,025 350,292

減価償却累計額 △228,179 △262,707

工具、器具及び備品（純額） 99,845 87,584

移動端末機器 14,007 3,211

減価償却累計額 △7,485 △2,535

移動端末機器（純額） 6,522 676

リース資産 112,800 112,800

減価償却累計額 △2,350 △29,962

リース資産（純額） 110,450 82,837

有形固定資産合計 239,566 189,990

無形固定資産   

商標権 2,291 1,872

特許権 940 713

電話加入権 1,294 1,294

ソフトウエア 775,172 614,173

ソフトウエア仮勘定 269,279 365,855

無形固定資産合計 1,048,978 983,907

投資その他の資産   

関係会社株式 70,959 70,959

関係会社長期貸付金 1,053,293 1,303,191

敷金及び保証金 48,627 53,667

その他 510 510

貸倒引当金 △234,029 △208,765

投資その他の資産合計 939,360 1,219,561

固定資産合計 2,227,905 2,393,459

資産合計 3,315,279 4,291,865
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  235,611 ※1  133,404

短期借入金 ※1  200,000 ※1  20,000

1年内償還予定の社債 － 400,000

1年内返済予定の長期借入金 134,000 －

未払金 ※1  105,136 ※1  58,617

リース債務 25,877 24,840

未払費用 － 57,351

未払法人税等 12,013 14,595

通信サービス繰延利益額 467,311 386,470

預り金 21,632 22,427

訴訟損失引当金 － 32,700

その他 2,265 10,548

流動負債合計 1,203,848 1,160,955

固定負債   

社債 800,000 400,000

リース債務 86,922 64,113

固定負債合計 886,922 464,113

負債合計 2,090,771 1,625,068

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,672,996 3,831,102

資本剰余金   

資本準備金 1,064,369 2,221,929

資本剰余金合計 1,064,369 2,221,929

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △2,586,688 △3,519,760

利益剰余金合計 △2,586,688 △3,519,760

自己株式 △2,191 △2,191

株主資本合計 1,148,484 2,531,080

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 136 －

評価・換算差額等合計 136 －

新株予約権 75,887 135,716

純資産合計 1,224,508 2,666,796

負債純資産合計 3,315,279 4,291,865
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 3,622,412 2,303,900

売上原価 ※1, ※2, ※4  2,339,691 ※1, ※2  1,754,350

売上総利益 1,282,720 549,549

通信サービス繰延利益繰入額 1,388,173 691,669

通信サービス繰延利益戻入額 920,862 772,510

差引売上総利益 815,409 630,390

販売費及び一般管理費 ※2  1,574,574 ※2  1,479,135

営業損失（△） △759,165 △848,744

営業外収益   

受取利息 ※1  31,200 ※1  37,031

有価証券利息 1,045 292

その他 5,560 8,129

営業外収益合計 37,806 45,453

営業外費用   

支払利息 33,412 33,924

株式交付費 － 13,690

為替差損 18,509 49,508

有価証券売却損 20,356 899

新株予約権発行費 4,501 －

社債発行費 806 －

その他 4,277 5,208

営業外費用合計 81,864 103,231

経常損失（△） △803,223 △906,522

特別利益   

貸倒引当金戻入額 22,725 25,744

新株予約権戻入益 － 351

特別利益合計 22,725 26,095

特別損失   

固定資産除却損 ※3  3,326 －

減損損失 － ※5  14,834

ゴルフ会員権評価損 820 －

訴訟損失引当金繰入額 － 32,000

特別損失合計 4,146 46,834

税引前当期純損失（△） △784,644 △927,261

法人税、住民税及び事業税 5,810 5,810

法人税等合計 5,810 5,810

当期純損失（△） △790,454 △933,071
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 （注）※１. 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。                     （単位：千円） 

    ※２. その他の経費の内訳は次のとおりです。                     （単位：千円） 

【売上原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 期首棚卸高    121,428      211,729     

Ⅱ 当期商品仕入高    492,223      243,996     

Ⅲ 他勘定振替高 ※１  16,902      2,594     

Ⅳ 期末棚卸高    211,729  385,020  16.5  196,139  256,992  14.6

Ⅴ 通信回線料金等      392,676  16.8    272,693  15.5

Ⅵ データサービス原価      922,861  39.4    623,738  35.6

Ⅶ その他の経費 ※２    639,132  27.3    600,925  34.3

売上原価      2,339,691  100.0    1,754,350  100.0

                

原価計算の方法   

原価計算の方法は個別原価計算に

よっています。 

  

項目 前事業年度 当事業年度

固定資産への振替       8,665       201

消耗品勘定等への振替            8,237            2,392

計              16,902              2,594

項目 前事業年度 当事業年度

減価償却費                 227,358                 248,953

システム運営費                   31,737                   27,868

移動端末機器償却費                   16,154                   3,994

業務委託料                   41,392                   40,282

外注委託費                   32,725                   24,116

支払リース料    15 －

その他                  289,751                  255,710

計                  639,132                  600,925
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,279,780 2,672,996

当期変動額   

新株の発行 393,215 1,158,105

当期変動額合計 393,215 1,158,105

当期末残高 2,672,996 3,831,102

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 671,561 1,064,369

当期変動額   

新株の発行 392,807 1,157,560

当期変動額合計 392,807 1,157,560

当期末残高 1,064,369 2,221,929

資本剰余金合計   

前期末残高 671,561 1,064,369

当期変動額   

新株の発行 392,807 1,157,560

当期変動額合計 392,807 1,157,560

当期末残高 1,064,369 2,221,929

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △1,796,187 △2,586,688

当期変動額   

当期純損失（△） △790,454 △933,071

自己株式の消却 △46 －

当期変動額合計 △790,501 △933,071

当期末残高 △2,586,688 △3,519,760

利益剰余金合計   

前期末残高 △1,796,187 △2,586,688

当期変動額   

当期純損失（△） △790,454 △933,071

自己株式の消却 △46 －

当期変動額合計 △790,501 △933,071

当期末残高 △2,586,688 △3,519,760

自己株式   

前期末残高 △1,741 △2,191

当期変動額   

自己株式の取得 △496 －

自己株式の消却 46 －

当期変動額合計 △450 －

当期末残高 △2,191 △2,191

2010/06/28 15:06:0709627296_有価証券報告書_20100628150547

- 104 -



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 1,153,412 1,148,484

当期変動額   

新株の発行 786,023 2,315,666

当期純損失（△） △790,454 △933,071

自己株式の取得 △496 －

当期変動額合計 △4,928 1,382,595

当期末残高 1,148,484 2,531,080

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △31,411 136

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,547 △136

当期変動額合計 31,547 △136

当期末残高 136 －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △31,411 136

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,547 △136

当期変動額合計 31,547 △136

当期末残高 136 －

新株予約権   

前期末残高 43,327 75,887

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32,559 59,829

当期変動額合計 32,559 59,829

当期末残高 75,887 135,716

純資産合計   

前期末残高 1,165,329 1,224,508

当期変動額   

新株の発行 786,023 2,315,666

当期純損失（△） △790,454 △933,071

自己株式の取得 △496 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64,107 59,692

当期変動額合計 59,178 1,442,288

当期末残高 1,224,508 2,666,796
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法に基づく原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のないもの 

総平均法に基づく原価法 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基

準及び評価方法 

―――――― 時価法  

３ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

総平均法に基づく原価法（貸借対照表  

価額については、収益性の低下による簿

価切下げの方法）  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日公表分）を適用してい

ます。 

 これにより、営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失は、それぞれ26,970千

円増加しています。  

総平均法に基づく原価法（貸借対照表  

価額については、収益性の低下による簿

価切下げの方法）  

  

４ 固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

移動端末機器 

耐用年数を２年、残存価額をゼロ

とする定額法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

移動端末機器 

同左 

  その他の有形固定資産 

定率法 

その他の有形固定資産 

同左 

  なお、主要な耐用年数は次のとお

りです。 

建物       ８～15年 

車両運搬具      ２～６年 

工具、器具及び備品５～10年 

  

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェア 

見込有効期間（５年）に基づく定

額法 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェア 

同左 

  その他の無形固定資産 

定額法 

なお、主要な耐用年数は次のとお

りです。 

商標権        10年 

特許権        ８年 

その他の無形固定資産 

同左 

  (3）リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用して

います。  

(3）リース資産 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

５ 繰延資産の処理方法   

  

新株予約権発行費 

支出時に全額費用処理しています。 

株式交付費 

支出時に全額費用処理しています。 

―――――― 

  社債発行費 

支出時に全額費用処理しています。 

―――――― 

６ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、事業年度の期

末の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しています。 

同左 

７ 引当金の計上基準  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒れ実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

 (2)訴訟損失引当金 

訴訟に対する損失に備えるため、将

来発生する可能性のある損失を見積も

り、必要と認められる額を計上してい

ます。 

８ 収益及び費用の計上基

準 

――――――  通信時間付モバイルツールであるｂモバ

イルと機器組込型通信ソリューションの通

信電池については、商品売上額を通信端末

部分と通信料部分に合理的に区分すること

が困難なため、通信端末と通信料とを区別

することなく一括で出荷時に売上に計上

し、この売上高から通信端末の売上原価を

控除して計算される売上総利益金額を見積

利用期間にわたって計上するために、通信

サービス繰延利益額に繰り延べる方法によ

っています。 

９ その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 
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【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（売上計上基準）  

 当社はデータ通信サービスにおける売上計上基準とし

て、通信端末の売上は出荷基準により、通信料の売上は役

務提供基準により計上し、未経過利用期間に係る通信料は

前受収益に計上していましたが、当事業年度より、通信時

間付モバイルツールであるｂモバイルと機器組込型通信ソ

リューションの通信電池については、通信端末と通信料と

を区別することなく一括で出荷時に売上に計上し、この売

上高から通信端末の売上原価を控除して計算される売上総

利益金額を見積利用期間にわたって計上するために、通信

サービス繰延利益額に繰り延べる方法に変更しています。

 この変更は、ドコモ３Ｇネットワークを利用した商品で

あり、第２四半期より販売を開始した今後の主力商品であ

るｂモバイル3G hoursで使用する３Ｇ通信端末の公正な市

場価格を合理的に算定することが困難であるため、すなわ

ち商品売上額を通信端末部分と通信料部分に合理的に区分

することが困難なため行ったものです。これを契機に第１

四半期以前に販売したＰＨＳネットワーク商品の売上計上

方法も同様に変更しています。 

 第２四半期より販売を開始した３Ｇネットワーク商品の

通信端末の公正な市場価格が算定できないことから、bモ

バイル商品全体の当事業年度の売上高及び売上総利益に与

える影響額を算定することができませんが、ＰＨＳネット

ワーク商品の当事業年度の売上高は、変更前の方法によっ

た場合に比べて73,973千円少なく、売上総利益は7,713千

円少なく、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失はそ

れぞれ同額多く計上されています。 

  

―――――― 

   

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  

―――――― 

  

（貸借対照表） 

 前期まで流動負債の「未払金」に含めて表示していま

した「未払費用」は、当期において、負債及び純資産の

総額の100分の１を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期末の「未払費用」は26,262千円です。  
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほかに次のものがあります。  

  流動資産 

  売掛金 

  前渡金 

 

1,689千円

59,653千円

  流動負債 

  買掛金 

  短期借入金 

  未払金  

 

102千円

20,000千円

24,870千円

※１ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほかに次のものがあります。  

  流動資産 

  売掛金 

  前渡金 

 

千円

千円

11,739

3,919

  流動負債 

  買掛金 

  短期借入金 

  未払金  

 

千円

千円

千円

893

20,000

13,297

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ このうち関係会社との取引に係る主なものは、次の

とおりです。 

※１ このうち関係会社との取引に係る主なものは、次の

とおりです。 

（売上原価） （売上原価） 

 システム運営費他             43,617千円 システム運営費他 千円29,197

（営業外収益） （営業外収益） 

 受取利息                  29,880千円 受取利息 千円35,711

※２ 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用

のおおよその割合は66％であり、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は34％です。なお、主要な費目

及び金額は、次のとおりです。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用

のおおよその割合は ％であり、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は ％です。なお、主要な費目

及び金額は、次のとおりです。 

59

41

販売促進費   106,313千円

広告宣伝費  70,936千円

役員報酬  209,424千円

給料手当    506,940千円

法定福利費   59,384千円

派遣社員等給与       1,646千円

業務委託料     146,368千円

減価償却費   55,214千円

地代家賃    68,978千円

顧問料     67,447千円

支払手数料      45,148千円

旅費交通費   43,122千円

販売促進費    千円29,675

広告宣伝費   千円5,509

役員報酬   千円259,405

給料手当     千円511,743

法定福利費    千円61,149

業務委託料      千円133,195

減価償却費    千円51,019

地代家賃     千円66,812

顧問料      千円95,260

支払手数料       千円35,659

旅費交通費    千円42,039

  なお、一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発

費は、298,684千円です。 

  なお、一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発

費は、 千円です。 206,741

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりです。   

工具、器具及び備品 126千円

ソフトウェア     99千円

ソフトウェア仮勘定   3,101千円

―――――― 
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加5.45株は端株の買取り、減少0.63株は自己株式の消却によるもので

す。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加120株は、株式分割(1:5)によるものです。 

  

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ています。 

  26,970千円

  
―――――― 

  

―――――― 

※５ 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下のとおり減損損失

を計上しました。 

  (1)減損損失の認識にいたった経緯 
      事業計画を精査する中で、予定していたサービス導

入を見送るとの判断をしたため、当該遊休資産の回収

可能価額をゼロと評価しました。 

  (2)資産のグルーピング方法 
   当社グループは原則として会社ごとに資産のグルー

ピングを行っており、遊休資産については個別資産ご

とにグルーピングを行っています。 

  (3)回収可能価額の算定方法 
   回収可能価額はゼロとしています。  

場所  用途  種類  
減損損失
(千円)  

本社 遊休資産 ソフトウェア仮

勘定 

14,834

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  25.18  5.45  0.63  30

合計  25.18  5.45  0.63  30

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  30  120  －  150

合計  30  120  －  150
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 前事業年度（平成21年３月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 当事業年度（平成22年３月31日） 

  子会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式70,959千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載していません。  

  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

移動体通信事業における設備（工具、器具及び備

品）です。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりです。 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

同左 

  

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

  

――――――  

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料     

  １年内 48,418千円

１年超 46,957千円

合計 95,375千円

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 繰延税金資産 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 繰延税金資産 

 繰延税金負債  

  繰越欠損金   1,190,155千円

  関係会社株式評価損  361,730千円

  通信サービス繰延利益額  190,149千円

  減損損失（無形固定資産） 147,837千円

  貸倒引当金   95,793千円

  その他   7,437千円

  繰延税金資産小計    1,993,103千円

  評価性引当額 △1,993,103千円

  繰延税金資産合計 －千円

  その他有価証券評価差額金 △93千円

  繰延税金負債合計 △93千円

  繰越欠損金    千円1,610,534

  関係会社株式評価損   千円361,730

  通信サービス繰延利益額   千円157,254

  減損損失（無形固定資産） 千円79,825

  貸倒引当金    千円85,414

  その他    千円73,972

  繰延税金資産小計     千円2,368,732

  評価性引当額 千円△2,368,732

  繰延税金資産合計 千円－

 繰延税金負債 千円－

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  税引前当期純損失となったため、内訳の開示は省略し

ています。 

  税引前当期純損失となったため、内訳の開示は省略し

ています。 
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 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について 

前事業年度及び当事業年度において、潜在株式の残高はありますが、1株当たり当期純損失であるため、記

載を省略しています。 

２．１株当たり当期純利益金額（△は当期純損失）の算定上の基礎 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 4,866.50円 

１株当たり当期純損失金額 3,403.85円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
－ 

  

当社は、平成21年７月１日付で普通株式１株につき５

株の株式分割を行っています。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  

１株当たり純資産額 1,892.98円 

１株当たり当期純損失金額 734.18円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
－ 

１株当たり純資産額 973.30円 

１株当たり当期純損失金額 680.76円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
－ 

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額（△は当期純損失）     

損益計算書上の当期純利益（千円） 

（△は当期純損失） 
 △790,454  △933,071

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円） 

（△は当期純損失） 
 △790,454  △933,071

普通株式の期中平均株式数（株）  232,223.86  1,270,896.07

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

１株当たり当期純損失であるた

め、全ての潜在株式が希薄化効

果を有していません。 

１株当たり当期純損失であるた

め、全ての潜在株式が希薄化効

果を有していません。 

2010/06/28 15:06:0709627296_有価証券報告書_20100628150547

- 112 -



（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ストックオプションについて 

平成21年５月14日開催の取締役会において、平成21年

８月15日に当社並びに当社子会社の取締役、監査役及び

従業員に対して、新株予約権（ストックオプション）を

発行することを決議しました。 

［ストックオプションの内容］ 

（注１）当該新株予約権の発行日の前日(取引が成立してい

ない日を除く)における大阪証券取引所ヘラクレス

市場における当社株式普通取引の終値（気配表示
を含む）とします。  

（注２）会社計算規則第17条（旧第40条）に従い算出され

る資本金等増加限度額の２分の１の金額（ただ

し、計算の結果１円未満の端数を生ずるときはこ
れを切り上げた額）を資本金とし、残額を資本準

備金とします。  

  
２．株式分割について  

 平成21年５月25日開催の取締役会において、平成21年

７月１日をもって普通株式１株を５株に分割することを
決議しました。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   平成21年６月30日最終の発行済株式総

数に４を乗じた株式数 
(2）分割方法 

 平成21年６月30日最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主の所有株式数を、１株につき５株の割合をもって

分割します。 
 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

・株式の種類 ：普通株式 

・新株発行の予定株数 ：10,000株 

・新株予約権発行価額 ：無償とする 

・発行価額 ：（注１) 

・資本組入額 ：（注２) 

・発行価額の総額 ：未定 

・資本組入額の総額 ：未定 

・取得者 
：当社並びに当社子会社の取締

役、監査役及び従業員 

・権利行使期間 
：平成21年８月15日から 

平成26年８月15日まで 

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

997.78円 973.30円

１株当たり当期純利益
金額 

１株当たり当期純利益
金額 

△1,599.87円 △680.76円

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額 

－円 －円

１．ストックオプションについて 

平成22年５月13日開催の取締役会において、平成22年

７月１日に当社並びに当社子会社の取締役、監査役及び

従業員に対して、新株予約権（ストックオプション）を

発行することを決議しました。 

［ストックオプションの内容］ 

（注１）当該新株予約権の発行日の前日(取引が成立してい

ない日を除く)における大阪証券取引所ヘラクレス

市場における当社株式普通取引の終値（気配表示
を含む）とします。  

（注２）会社計算規則第17条に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額（ただし、計算の結果

１円未満の端数を生ずるときはこれを切り上げた
額）を資本金とし、残額を資本準備金とします。 

  

・株式の種類 ：普通株式 

・新株発行の予定株数 ：16,285株 

・新株予約権発行価額 ：無償とする 

・発行価額 ：（注１) 

・資本組入額 ：（注２) 

・発行価額の総額 ：未定 

・資本組入額の総額 ：未定 

・取得者 
：当社並びに当社子会社の取締

役、監査役及び従業員 

・権利行使期間 
：平成22年７月１日から 

平成27年７月１日まで 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

３．新株予約権（第三者割当）の行使について 

平成21年５月29日に新株予約権（第三者割当）の割

当先であるメリルリンチ日本証券株式会社から権利行
使を受け、資本金及び株式数が次のとおり増加しまし

た。 

・発行した株式の種類 ：普通株式 

・発行した株式数 ：5,200株 

・行使による払込金額 ：475,176千円 

・新株予約権の帳簿価額 ：863千円 

・資本組入額 ：238,019千円 

・資金の使途 ：業務用システム開発等
の設備資金ならびに運

転資金 
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 （その他） 

 （注）１．工具、器具及び備品の増加は、ネットワーク関連機器の購入によるものです。 

２．ソフトウエアの増加は、主としてデータ通信サービスにかかる製作によるものです。 

３．ソフトウエア仮勘定の増加は、主としてデータ通信サービスにかかる製作によるものであり、減少はソ

フトウエアへの振替、費用振替及び減損損失によるものです。 

４．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額です。  

  

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる戻入額です。 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額

（千円） 

有価証券 その他有価証券  
ＪＰモルガン円建て 

キャッシュ・リクイディティ・ファンド 
 200,166,695  200,166

   計  200,166,695  200,166

【有形固定資産等明細表】

  （単位：千円）

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
当期末減価償
却累計額また
は償却累計額 

当期償却額 差引当期末残高

有形固定資産               

建物  42,131  －  －  42,131  23,857  3,566  18,274

車両運搬具  9,803  －  －  9,803  9,186  290  617

工具、器具及び備品 

（注１） 
 328,025  22,266  －  350,292  262,707  34,527  87,584

移動端末機器  14,007  201  －  3,211  2,535  3,994  676

リース資産  112,800  －  10,997  112,800  29,962  27,612  82,837

有形固定資産計  506,768  22,468  10,997  518,239  328,249  69,991  189,990

無形固定資産               

商標権  8,513  323  －  8,836  6,964  742  1,872

特許権  1,819  －  －  1,819  1,106  227  713

電話加入権  1,294  －  －  1,294  －  －  1,294

ソフトウエア（注２）  2,008,736  76,450  －  2,085,186  1,471,013  237,450  614,173

ソフトウエア仮勘定 

（注３） 
 269,279  193,140

 96,564

(14,834)
 365,855  －  －  365,855

無形固定資産計  2,289,642  269,914
 96,564

(14,834)
 2,462,992  1,479,084  238,420  983,907

長期前払費用  －  －  －  －  －  －  －

繰延資産               

－  －  －  －  －  －  －  －

繰延資産計  －  －  －  －  －  －  －

【引当金明細表】

  （単位：千円）

区分 前期末残高 当期増加額
当期減少額

（目的使用） 
当期減少額 
（その他） 

当期末残高

貸倒引当金  235,572  87  －  25,744  209,915

訴訟損失引当金  －  32,700  －  －  32,700
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① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

 相手先別内訳 

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。 

ハ．商品 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（千円） 

現金  37

預金   

当座預金  45,939

普通預金  130,832

定期預金  800,000

外貨預金     8,692

別段預金  11,921

計  997,386

合計  997,423

相手先 金額（千円） 

ダイワボウ情報システム株式会社  94,381

東芝テクノネットワーク  38,068

株式会社シネックス  29,252

フリュー株式会社  20,009

ソフトバンクＢＢ株式会社  18,819

  その他   137,845

計  338,378

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

 382,703  2,379,817  2,424,114  338,378  87.8  55.3

区分 金額（千円） 

データ通信カード等  163,804

計  163,804
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ニ．貯蔵品 

② 投資その他の資産 

イ．関係会社長期貸付金 

③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．１年内償還予定の社債                400,000千円 

内訳は１ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しています。 

  

ハ．通信サービス繰延利益額 

④ 固定負債 

イ．社債                         400,000千円 

内訳は１ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しています。 

  

  ① 訴訟 

          1 連結財務諸表等 （2）その他 ② 訴訟に記載のとおりです。 

区分 金額（千円） 

個装箱、ＣＤ－ＲＯＭ等（バルク品部材）  7,370

その他  129

計  7,499

相手先 金額（千円） 

 Communications Security and Compliance Technologies Inc.  1,059,224

 Computer and Communication Technologies Inc.  145,929

 Arxceo Corporation  98,036

計  1,303,191

相手先 金額（千円） 

株式会社ウィルコム  33,474

ZTE CORPORATION  16,328

株式会社インターネットイニシアティブ  12,336

ＫＤＤＩ株式会社  914

株式会社モバイルコミュニケーション  744

その他  69,605

計  133,404

区分 金額（千円） 

プリペイド・サービス分  386,470

計  386,470

（３）【その他】
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 － 

株主名簿管理人 

特別口座の口座管理機関  
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同連絡先 
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部  

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL http://www.j-com.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。  

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 
      事業年度（第13期）   （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 
   平成21年６月26日関東財務局長に提出。 
 （2）内部統制報告書 
   事業年度（第13期）   （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 
   平成21年６月26日関東財務局長に提出。 
（3）臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の規定に基づく報告
書です。 

   平成21年８月６日関東財務局長に提出。 
（4）第１四半期報告書及び確認書 

   （第14期第１四半期） （自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 
   平成21年８月13日関東財務局長に提出。 
（5）有価証券届出書（第三者割当による新株式発行）及びその添付書類 

   平成21年８月24日関東財務局長に提出。 

（6）臨時報告書及びその添付書類 
金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号の
規定に基づく報告書です。 

   平成21年８月24日関東財務局長に提出。 
（7）有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類 

   平成21年８月24日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書です。 

   平成21年８月28日関東財務局長に提出 。 
（8）臨時報告書の訂正報告書 

   平成21年８月24日提出の臨時報告書に係る訂正報告書です。 

   平成21年８月28日関東財務局長に提出 。 
（9）臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく
報告書です。  

   平成21年９月２日関東財務局長に提出。 
（10）臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報
告書です。 
平成21年９月２日関東財務局長に提出。 

（11）有価証券届出書の訂正届出書 
平成21年８月24日提出の有価証券届出書及び平成21年８月28日提出の有価証券届出書の訂正届出書に係る訂正  
届出書です。 
平成21年９月２日関東財務局長に提出。  

（12）臨時報告書 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく報
告書です。 
平成21年９月18日関東財務局長に提出。 

（13）臨時報告書 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく報
告書です。 
平成21年11月５日関東財務局長に提出。 

（14）第２四半期報告書及び確認書 
   （第14期第２四半期） （自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 
   平成21年11月13日関東財務局長に提出。  

（15）第３四半期報告書及び確認書 

   （第14期第３四半期） （自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

   平成22年２月12日関東財務局長に提出。 

（16）臨時報告書 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく報
告書です。 
平成22年５月20日関東財務局長に提出。 

（17）臨時報告書 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ
く報告書です。 
平成22年６月24日関東財務局長に提出。 

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  平成21年６月26日 

日本通信株式会社   

  取締役会 御中       

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡田 基宏 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井上 司 

  

 ＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本通信株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

通信株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

  １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より売上計上

    基準を変更している。 

  ２．重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月29日に新株予約権（第三者割当）の権利行

    使を受け、資本金及び発行済株式総数等が増加している。 

  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本通信株式会社の平成21年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、日本通信株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  平成22年６月25日 

日本通信株式会社   

  取締役会 御中       

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡田 基宏 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井上 司 

  

 ＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本通信株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

通信株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本通信株式会社の平成22年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、日本通信株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

  平成21年６月26日 

日本通信株式会社   

  取締役会 御中       

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡田 基宏 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井上 司 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本通信株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本通信

株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

  １．会計処理の変更に記載されているとおり、当事業年度より売上計上基準を変更している。 

  ２．重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は平成21年５月29日に新株予約権（第三者割当）の権利行

    使を受け、資本金及び発行済株式総数等が増加している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

  平成22年６月25日 

日本通信株式会社   

  取締役会 御中       

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡田 基宏 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井上 司 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本通信株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本通信

株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月25日 

【会社名】 日本通信株式会社 

【英訳名】 Japan Communications Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  三田 聖二 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務ＣＯＯ 福田 尚久 

【本店の所在の場所】 東京都品川区南大井六丁目25番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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 当社代表取締役社長三田聖二及び代表取締役専務ＣＯＯ福田尚久は、当社の第14期（自平成21年４月１日 至平成

22年３月31日）の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月25日 

【会社名】 日本通信株式会社 

【英訳名】 Japan Communications Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  三田 聖二 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都品川区南大井六丁目25番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

2010/06/28 15:06:0709627296_有価証券報告書_20100628150547



代表取締役社長三田聖二は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会

の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を

整備及び運用しています。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には

防止又は発見することができない可能性があります。  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しています。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該

統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を

考慮して決定しており、当社及び連結子会社1社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プ

ロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結子会社４社については、金額的及び質的重要

性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している１事業拠点を「重

要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売

上高、売掛金、棚卸資産、通信サービス繰延利益額及びソフトウェアに至る業務プロセスを評価の対象としました。

さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発

生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又

は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加してい

ます。  

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しました。

  

 付記すべき事項はありません。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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